
の
施策目的・

(2)目的 事業目的 手続きを全て一つの窓口で、即時処理をする。
展開方向

①市民課窓口に来られた方の住民異動関係の手続きを１つの窓口で処理をする。 市民課の７行政サービスセンターの取扱業務を統一しサービスの均一化を図ります。
②フロアーマネージャーを配置し、申請書等の記入要領の説明や庁舎案内をする。 我孫子行政サービスセンターについては、待合スペース及び執務スペースが狭小であるため、利用者の利便
③取扱業務は、住民異動届、印鑑登録、住所証明、戸籍証明、戸籍届、埋火葬許可、税証明、国民健康保険 当該年度 性も考慮し、同一施設内（けやきプラザ内）で代替スペースが確保できるよう、県と協議を図ります。また
異動届、国民年金異動届、乳幼児医療費助成等の取次ぎ等を行う。 執行計画 、布佐駅、布佐市民センターと併設している布佐行政サービスセンターについては、平成２７年３月に公共

(3)事業内容 内　　容 ④各行政サービスセンターを運営・維持・管理する。 下水道へ接続を終えて、今後浄化槽撤去をするためJR千葉支社と工事の撤去の是非を協議します。
⑤布佐行政サービスセンターの浄化槽撤去の是非及び老朽化した旧湖北行政サービスセンターの解体、湖北
台行政サービスセンターの移転先を検討する。 窓口サービス職場内研修の開催及び窓口事務取扱に関する課内周知の 想定値 12当該年度
⑥我孫子行政サービスセンターの狭小問題の解決を図る。 ための受付だより発行数 単位 回

活動結果指標 実績値 13⑦窓口業務の委託及び行政サービスセンターの開庁日または開庁時間の変更を検討する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数を減少させる（窓口のクレーム対応の強化） 回 0 20

平成31年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数を減少させる（窓口のクレーム対応の強化） 回 10

令和 2年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数を減少させる（窓口のクレーム対応の強化） 回 10

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

受付事務嘱託35人 71,980 受付事務嘱託34人 66,542 69,325 受付事務嘱託34人 70,143 受付事務嘱託34人 70,143
社会保険料・雇用保険料 11,755 共済費（嘱託職員分） 10,502 10,920 共済費（嘱託職員分） 11,095 共済費（嘱託職員分） 11,095
費用弁償・旅費 1,568 旅費（嘱託職員分） 1,561 1,377 旅費（嘱託職員分） 1,561 旅費（嘱託職員分） 1,561
消耗品費・燃料費 1,425 賃金（産休代替職員分） 1,719 2,677 賃金（産休代替職員分） 1,334 旅費 16
印刷製本費・修繕料 1,083 共済費（産休代替職員分） 291 416 共済費（産休代替職員分） 238 需用費 2,145
（９月補正） 旅費 16 13 旅費 16 役務費 805
産休代替事務補佐員 需用費 2,145 1,730 需用費 2,145 委託料 250

実施内容 社会保険料（９月補正） 237 役務費 805 25 役務費 805 使用料及び賃借料 1,304
臨時職員賃金（９月補正） 1,575 委託料 387 239 委託料 250 需用費（ＳＣ分） 1,994

(8)施行事項
費　　用 通信運搬費 806 使用料及び賃借料 1,304 1,163 使用料及び賃借料 1,304 委託料（ＳＣ分） 3,969

手数料 31 備品購入費 67 67 公課費 7 使用料及び賃借料（ＳＣ分） 8,498
委託料 243 需用費（ＳＣ分） 2,108 2,034 需用費（ＳＣ分） 1,994 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,614
使用料及び賃借料（防犯カメラ） 611 委託料（ＳＣ分） 3,832 3,756 委託料（ＳＣ分） 3,969
使用料及び賃借料 8,609 使用料及び賃借料（ＳＣ分） 8,498 8,433 使用料及び賃借料（ＳＣ分） 8,498
放送受信料 15 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,614 1,421 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,614
行政ＳＣ管理費負担金 1,374 (9月補正) 決算額は上記の各々に含む
光熱水費 1,783 受付事務嘱託2人 3,601 ＊ 旧湖北行政ＳＣ解体調査委託 1,385 ＊ 旧湖北行政ＳＣ解体工事 14,570
清掃委託料/草刈委託料 4,153 共済費（嘱託職員分） 593
保険料・重量税 37 賃金（産休代替職員分） 1,218

共済費（産休代替職員分） 194
予算(決算)額 合　　計 107,285 合　　計 106,997 103,596 合　　計 106,358 合　　計 117,964
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 107,285 106,997 103,596 106,358 117,964

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 11.4 11.1 11.1 11.1 11.1
正職員人件費 100,320 97,680 97,680 97,680 97,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 85,288 82,799 81,622 82,799 82,799
臨時職員賃金額 0 3,422 3,093 1,572 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 207,605 204,677 201,276 204,038 215,644
(11)単位費用

17,300.42千円／回 17,056.42千円／回 15,482.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本庁市民課はもとより各行政サービスセンターにおいても幅広い業務に対応することで、事務の効率化を図るとともに市 ●①事前確認での想定どおり
民の利便性の向上に寄与する。利用者数等窓口としての需要が高い我孫子行政サービスセンターの狭小問題を解決するこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とで、事務の効率化及び市民の利便性の向上により高い寄与が見込まれる。また、旧湖北行政サービスセンターの解体へ ○要
   背景は？(事業の必要性) の検討及び布佐浄化槽撤去の是非の検討、湖北台地区公共施設整備方針に伴う湖北台行政サービスセンターの移転先を検 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

討することで所管課施設の整備を行う。さらに、現状の見直しとして、窓口業務委託への検討を行うとともに、行政サー 総合窓口として市民サービス向上に努めた。
ビスセンターの開庁日または開庁時間の変更を検討することで、利用実態に合わせた総合窓口の運用を行う。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 総合窓口は、迅速かつ的確に市民からの要求に答える必要が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あり、詳細な部分をマニュアル化することは困難であること
□その他 　促進された から、市の実施が必要である。 

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 個人情報を扱うため、市民参加には向かない。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報を取り扱うため、市民参加は求めない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境への関連事業はとくにない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

研修や部会等に積極的に参加し知識向上に努めた。また、受付だより等で職員へ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 1,000

情報共有を図り、より良い市民サービスの提供を行うことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 204,677 2,928 201,276 98.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 規則改正が多かったため、「受付だより」の発行回数を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 増やしたり、研修や情報の共有化を図ることでよりきめ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1 細やかな窓口対応を行った結果、不当要求以外のクレー

回 100万円 0.01 1,000 ムが減少したことで目標値を上回ることになった。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　職員全員が、常に高い業務改革意識を持ち、市民サービスの向上に努めた。また、日々変化する社会情勢に合わせ、変更される業務の取り扱
いなどについては、「受付だより」を発行することにより課内及び各行政サービスセンターとも情報を共有化を図り、窓口対応能力を高めた

様

。

式第３号 事務事業評価表（平成30年度）

事業コード 148 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 総合窓口の運用業務 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 総合窓口の運用業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 15 人 (換算人数 11.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 200,980 千円 (うち人件費 97,680 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 204,677 千円 (うち人件費 97,680 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の方を「歩かせない」「待たせない」「迷わせない」ことをテーマに住民異動関係(転入/転出/転居)


